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駅、車内における粗暴犯（暴行、傷害等）件数
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鉄道施設における犯罪行為への対応、防犯対策等

出典：警察庁ＨＰ「刑法犯の発生場所別認知件数」

※Ｈ１８は上期に２を乗じた数字

鉄道施設内での
暴力等は増加

○ 駅、車内におけるトラブルに関して、粗暴犯（暴行、傷害等）や駅係員への暴力行為の発生件数が増加す
る傾向が見られる。

○ これらの対策として、鉄道事業者では地元の警察との連携を基本として、防犯カメラの設置等を講じるとと
もに、車内の痴漢対策として、女性等に配慮した車両の導入等に取り組んでいる。
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出典：（社）日本民営鉄道協会プレス資料より

暴力行為の発生件数は近
年増加傾向にある

駅係員等への暴力行為年度別発生件数

警察との連携事例

●地元の警察と鉄道事業者が集い、列車、駅構内犯罪発
生時の対応について情報共有・意見交換

【東京圏鉄道連絡協議会】
出席者 警視庁鉄道警察隊、警備第一課、二課

ＪＲ東日本、ＪＲ東海、都交、東京メトロ、京
王、京急、東急、小田急、西武、東武、京成
他６事業者

女性等に配慮した車両の導入

●女性や男子児童、お身体の不自由な方が安全で快適
に利用できるように配慮された車両を導入
全国の導入事業者数 ３０事業者

導入路線数 ７５路線 （平成２０年１月現在）

社員ＯＢを活用した取組事例

●社員OBを活用し、駅ホームの安全パトロールとして、
拠点駅と当該駅を中心とした周辺を巡回

西武鉄道 平成２０年１月１６日より実施
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鉄道における防犯対策・マナーアップの取り組み

○ 駅や電車内でのマナーについては、以前に比べて悪化したとの意見が多くなっている。
○ このため、鉄道事業者では、マナーアップに関する啓発活動や、ボランティアによるマナーアップの声かけ等
の取り組みを行っている。

迷惑行為ランキング（H１９年）
１位 座席の座り方 １５．２％
２位 携帯電話の使用 １２．２％
３位 泥酔状態での乗車 １２．２％
４位 乗降時のマナー １２．２％
５位 電車内で騒ぐ １０．８％

ちなみにH17年は
１位 座席の座り方 １２．６％
２位 携帯電話の使用 １１．６％
３位 乗降時のマナー １０．３％

４位 ヘッドフォンの音漏れ １０．１％

５位 荷物の持ち方・置き方 ９．８％

また、「駅や電車内でのマナーについて、以前に比べて
改善されたと思いますか」との問に
とても改善された１．８％、少し改善された２０．９％
とても悪化した１８．３％、少し悪化した１７．２％
と、「悪化した」が「改善された」を上回っている状況

Ｈ１９年マナーポスター

マナーアップに関する事例（社）日本民営鉄道協会アンケート結果
マナーアップのための啓発活動

（社）日本民営鉄道協会、JR６社、東京都交通局等が協
同して、ポスター掲出等マナーアップに関する啓発活動を
実施。

H.19ポスター掲示
期 間 １２月１０日から１ヶ月

参加者 ４７社局
総枚数 駅貼り 約 ５，５００枚

車内貼り約５０，０００枚

ボランティアによる取り組み事例
「スマイルマナー向上員」（横浜市交通局）

利用者からスマイルマナー向上員を募集し、地下鉄車
内や駅構内で席の譲り合い等について声かけ等を行う。
期 間 ３月３０日～９月３０日（当初予定）
活動場所 グリーンライン車内、駅構内

活動時間 １４：００～１７：００（平日のみ）
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サービス高度化のための関係者の協動
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鉄道事業者による利用者の声の収集・対応

各事業者個別の意見集約・対応のイメージ

○駅係員、電話、手紙、インターネット等寄せられる様々な
意見を集約・分析・共通化・活用を行う

○それぞれのご意見に応じた部署において、ご意見につ
いて検討を行う

○対応が可能なご意見についてはサービス改善を実施

○対応ができないもの、長期的な課題等については、その
事実を回答

○課題等については、引き続き検討

○ 各鉄道事業者においては、御意見ボックス等、広報担当部署において利用者からの要望等を受け付け、そ
れらの声をサービス改善のアイディアとして活用する取り組みを行っており、近年、「お客様センター」等の専
属の組織が設けられる傾向にある。

・ 鉄道サービス全体に関わる利用者の要望を受け止められているか。各社の連携・協働を一層進める仕組みづくりが必要で
はないか。
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段差解消された駅の割合及び整備目標
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バリアフリー施設整備の状況

○ １日あたり乗降客数が５千人以上の駅について、平成２２年までに原則として全て段差解消すること等を目標
と定めて取り組んでおり、平成１８年度末時点における段差解消率は６３％（バリアフリー化されているがドア
がガラス張りになっていないなど基準不適合駅を含めると７１％）となっている。

○ バリアフリー法に基づき整備された駅施設については、当該基準に適合するように維持するよう義務づけが
なされている。

国の目標
○バリアフリー法に基づく「基本方針」
⇒1日あたりの乗降客数が5千人以上の駅
について、平成22年までに、原則100％

段差解消された駅の割合と目標

エレベーター

平成１８年度末
約６３％

○高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（抜粋）
（公共交通事業者等の基準適合義務等）
第八条 （略）
２ 公共交通事業者等は、その事業の用に供する新設旅客施設等を公共交通移動等
円滑化基準に適合するように維持しなければならない。
（３以下略）

全国の整備台数（H18年度）

○エレベーター ４，８４９台 エスカレーター ８，４６８台

バリアフリー施設維持費について（鉄道事業者からの聞き取り）

○エレベーター
１基あたり（年間） 電気代 概ね ５～ １５万円

保守点検費 概ね６０～１２０万円
○エスカレーター
１基あたり（年間） 電気代 概ね２０～１００万円

保守点検費 概ね８０～２５０万円

※今後、更新投資も必要となる。

・ 平成22年以降のバリアフリーの目指すべき姿について、ユニバーサルデザインの視点を十分に踏まえて検討する必要があ
るのではないか。
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ホームドア・可動式ホーム柵の整備について

●車両扉位置の不一致

４扉車

３扉車

柵設置
可能箇所

扉枚数や扉位置が大きく異なる様々な車両が走行す
る路線には設置が困難。

●列車の停止精度

オ
ー
バ
ー
ラ
ン

ＡＴＯ(自動列車運転装置)等のない路線では、極
めて高い停止精度が求められる。

設置に向けた制約要因

●狭隘箇所に設置した場合の
旅客流動への支障

柱

開口部のみに設置

可動式ホーム柵

階段 柱

開口部のみに設置

可動式ホーム柵

階段

旅客の流動上、階段脇等の狭
隘箇所への設置が困難。

●多額のコストが必要

ホームドア等の設置、車両の改良、ATOへの対応等に多額のコスト負担が必要となる。

●停車時分の増延による列車の遅延

・ホームドア等の開閉操作等のため、１駅あたり数秒の遅延が発生する。（路線全体とし
ての運行時分が増大）
・混雑線区においては、列車遅延が発生するおそれがある。

○ 視覚障害者等のホーム上での安全確保等の対策として、ホームドア・可動式ホーム柵の整備が進められて
いるところ。
○ 一方、設置に向けては技術的制約要因のクリアや多額なコストの問題が存在。

ホームドア等の設置状況

新設駅にホームドアを設置した路線(駅数)

新設時に可動式ホーム柵を設置した路線(駅数)

既設駅に可動式ホーム柵を設置した路線(駅数)

現在、東京メトロ丸ノ内線
に順次設置中。
また、東京メトロ副都心線
に設置予定（平成２０年６
月開業予定）

平成１９年３月３１日現在

・合計３１路線３３４駅に設置

ホームドア

●可動式ホーム柵の整備コスト（既設駅に設置した場合）

・１駅あたりおよそ３億円程度 （定点停止装置、車両改良費を除く）
注）１０両編成、１両４扉、２ホームのケース、
可動式ホーム柵の設置費を １扉４００万円と仮定

参考）東京メトロ丸ノ内線（２５駅）における可動式ホーム柵の設置費
→約１００億円 （車両改造費等を含む）

整備に要するコスト（概算）

可動式ホーム柵

ー５ー



利用者にとってわかりやすい案内サインへの取り組み

東京メトロ・東京都交通局の事例

○ 都市鉄道における案内情報ガイドブック等を作成・周知し、複数の鉄道事業者が乗り入れている結節駅での
案内情報の一貫性確保等、利用者にとってわかりやすい案内サインの提供が進められている。

○ また、外国人にもわかりやすくするために「多国語表示」、「駅ナンバリング」の導入等が進められている。

都市鉄道における案内情報ガイドブック
平成18年3月

発行(財)運輸政策研究機構 監修：国土交通省

都市鉄道における案内情報提供の改善方策につい
て、鉄道事業者の実務において活用可能なガイド
ブックとして策定

「小田原駅東西自由通路の設置例」
小田原駅東西自由通路の整備主体である小田原市は、鉄道５社と
の協議・調整を行い、自由通路の共通案内サインを実現。

公共交通機関旅客施設
サインシステムガイドブック

平成14年12月
発行：交通エコロジー・モビリティ財団 監修：国土交通省

全国統一ピクトグラムの一例

公共交通機関における旅客施設でのサインシス
テムについて、全国での統一化を図るガイドブック
を作成

駅ナンバリングの導入

路線名・駅名に記号・番号を併記した「駅ナンバリ
ング」の導入が進められている

（１）各路線をアルファベット１文字で表示
都営：浅草線Ａ、三田線Ｉ、新宿線Ｓ、大江戸線Ｅ
メトロ：銀座線Ｇ、丸ノ内線Ｍ・ｍ、日比谷線Ｈ、

東西線Ｔ、千代田線Ｃ、有楽町線Ｙ、半蔵門線Ｚ、
南北線Ｎ

（２）駅番号は２桁の数字で表示
原則として、西または南から０１、０２、０３・・・と表示

（東京メトロ飯田橋駅）

（東京メトロ丸の内線の例）

（出典：都市鉄道における案内情報ガイドブック）
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利用者に対するリアルタイムな情報提供

○ 列車の運行状況等については、改札口付近、ホーム上でのＬＥＤによる列車情報に加え、障害時には遅延・運
休・振替等に関する情報を提供するとともに、ホームページ、携帯メール等でも提供するなど、リアルタイムな情
報提供に努めている。

ＬＥＤ表示装置や液晶ディスプレイによる列車情報の提供の事例

（出典：ＪＲ東日本 安全報告書２００７及び東急電鉄ＨＰ）

（改札外ＬＥＤ式表示装置） （列車内液晶ディスプレイ）

（ＰＤＰ式輸送障害情報提供装置） （輸送障害情報の表示事例）

プラズマディスプレイによる輸送障害時列車運行状況の提供の事例

情報提供の内容の統一化の取組

・ 情報提供に関する機器の機能向上に対応し、提供する内容の充実、表示方法の統一化等を連携して進める必要があるの
ではないか。

輸送障害発生時の対応検討会（関東運輸局）

（平成１７年５月設置）

輸送障害発生時における情報提供について首都
圏鉄道事業者で共通したルール作り等を実施。

（首都圏鉄道事業者１３社局が参加）

○主な検討事項

・輸送障害発生時における停車した列車の乗客
やその他利用者に提供する情報のレベルアップ

・輸送障害発生時における接続する他社線利用

者への情報提供のルール 等
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快適な鉄道サービスへの取り組み

○ 駅のリニューアルに併せて、従来のトイレ、待合室等の機能を向上するとともに、新たに多目的室やモバイル
コーナー（無線ＬＡＮアクセスポイント）などを設置し、快適な公共空間の提供に取り組んでいる。

○ また、駅や車内において美術品等を展示するなどの取り組みも行われている。

新神戸駅（ＪＲ西日本）のリニューアルの事例

・待合いコーナー

・トイレ

・多目的室

・モバイルコーナー

（出典：JR西日本HP）

大阪高速鉄道 ギャラリー等の取り組み

井原鉄道 ギャラリー車両の取り組み

駅や車内等での展示の事例

・ 鉄道駅や車両について単なる通過点ではなく、人々が時間を有効に活用でき、より快適な空間の提供を求める要請が強く
なるのではないか。

・駅のリニューアル（平成１９年１０月）に併せて、多目的室等を
新たに整備

沿線にある福祉施設や教育
施設等を対象に、各施設の取
り組み実績の公表の場として
井原線「夢やすらぎ」号車両
内を提供。

利用者にモノレールに期待
する以上のサービスを提供し、
「安心して、楽しく、気持ち
よく」利用して頂くため、駅
構内をギャラリーとして提供。
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鉄道サービスに対する利用者の要請の多様化

有料着席（JR東日本）有料着席（JR東日本）

①名称
グリーン車Suicaシステム

②発行方式
Suica及びモバイルSuicaのみ購入可能

③発行価格
５０㎞まで ７５０円
５１㎞以上 ９５０円

④導入路線
湘南新宿ライン、宇都宮線、高崎線、東海道線、横須賀線、総武
（快速）線、常磐線（中距離電車）

⑤利用方法
Ｓｕｉｃａ定期券、Ｓｕｉｃａカードで駅にある券売機から「Ｓｕｉｃａグリー
ン券」（電子チケット）を購入（モバイルＳｕｉｃａの場合はネットで購
入）グリーン車内の座席上部にある読み取り機にタッチすることで
改札を省略。なお、現金での購入は不可

グリーン車内の読み
取り機にタッチ

（出典：ＪＲ東日本ＨＰより参考）

○ 鉄道サービスに対する利用者の要請と負担の考え方については、一律の料金とサービスを求めるものか
ら、高サービスに対しては高負担を受け入れ、あるいは特別会員サービスが進展するなど多様化が見られ
はじめている。

区間列車名路線名会社名

上野～成田空港イブニングライナー本線京成電鉄

本線

新宿線

小田原線

京急ウイング

小江戸

ホームウェイ 新宿～小田原小田急電鉄

品川～三崎口京浜急行

西武新宿～本川越西武鉄道

高サービス高負担の例 多様化が進む鉄道サービスの例

他社における有料着席サービスの事例

会員制サービスの事例（ＪＲ東日本）会員制サービスの事例（ＪＲ東日本）

①名称
大人の休日倶楽部ジパング

②入会条件
男性満65歳以上、女性満60歳以上で、
「大人の休日倶楽部ジパングカード」
入会済みであること。

③年会費
個人会員：4,170円
（カード年会費500円含む・消費税込み）
夫婦会員：7,120円
（カード年会費1,000円含む・消費税込み）

④特典
新幹線を含むJR線を片道、往復、
連続で201キロ以上乗車で、JR線
の運賃を20%～30%割引。

※新幹線「のぞみ」や4/27～5/6、8/11～
8/20、12/28～1/6の期間を除く。

入会申込書

会員証、カード、利用ガイド

（出典：ＪＲ東日本ＨＰより参考）
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進化する鉄道サービス

○ 鉄道サービスについては、最低限実施すべき基本的サービスから、より多様で高質なサービスへ、鉄道事
業者による取組みや利用者からの要請も高度化している。

（参考：Ｈ１８年度経営環境に応じた輸送サービスの提供に関する調査）

基本的サービス

運転保
安装置

ＥＶ設置

バリアフリー

清潔

快適性

運賃わかりやすさ・情報提供

ホームドア・柵

ユニバーサル
デザイン

トイレ清掃
強化

混雑率
１５０％以下 輸送力増強

有料着席サービス

乗り心地改善
低廉な運賃

多様な運賃

案内表示

外国語対応等
サイン改良

ＩＣ乗車券によるシーム
レスな運賃収受

遅延時の情報提供
早期復旧対策

定時運行
優等列車

相互直通
運転

優等列車の
他線乗り入れ

駅へのアクセス

駐輪場整備

他モードとの
アクセス強化

他の主体との
関係

ＩＣカードによるセキュリティ
サービス

所定運賃

安全・安心

正確性・速達性
頻度
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東北

鉄道系ＩＣカード乗車券の導入状況

○ ２００１年にＪＲ東日本のＳｕｉｃａが導入されて以降、全国で様々なＩＣカード乗車券が導入され、２００７年３月に
は首都圏でＰＡＳＭＯが導入され、ICカードの普及に弾みがついている。今後も重要なシステムとして活用され
ることが必要。

北海道
JR北海道「Ｋｉｔａｃａ」
２００８年予定
札幌市交通局
２００８年度予定

関東
JR東日本「Ｓｕｉｃａ」
２００１年１１月
東京モノレール
「モノレールＳｕｉｃａ」
２００２年４月
東京急行電鉄
「せたまる」
２００２年７月
東京臨海高速鉄道
「りんかいＳｕｉｃａ」
２００２年１２月
パスモ「ＰＡＳＭＯ」
２００７年３月
埼玉新都市交通
「Suica」
２００７年３月

中部
遠州鉄道「ＮｉｃeＰａｓｓ」
２００４年８月
静岡鉄道「ＬｕＬｕＣａ」
２００６年３月
ＪＲ東海「ＴＯＩＣＡ」
２００６年１１月
名古屋鉄道・名古屋市
交通局
２０１０年度予定

北陸信越
北陸鉄道「Ｉｃａ」
２００４年１２月
富山ライトレール
「passca」
２００６年４月

近畿
JR西日本「ICOCA」
２００３年１１月
スルッとKANSAI
「PiTaPa」
２００４年８月

中国
ｽｶｲﾚｰﾙｻｰﾋﾞｽ
「IC定期券」
１９９８年８月
岡山電気軌道
「Hareca」
２００６年１０月

広島電鉄
「PASPY」
２００８年１月予定
広島高速交通
「PASPY」
２００９年度予定

九州
鹿児島市交通局
「Rapica」
２００５年４月
JR九州「SUGOCA」
２００９年度予定

長崎電気軌道
「長崎ｽﾏｰﾄｶｰﾄﾞ」
２００８年３月
福岡市交通局
２００９年度予定

四国

西日本鉄道
「nimoca」
２００８年春予定

高松琴平電鉄「Iruca」
２００５年２月
伊予鉄道「ICい～ｶｰﾄﾞ」
２００５年８月
土佐電気鉄道
２００７年度予定

●全国のICカード乗車券導入事業者数
５７鉄軌道事業者（平成２０年１月１日現在、注１）

●全国のICカード乗車券発行枚数
約３，５８０万枚（平成２０年１月１日現在）

●首都圏におけるICカード乗車券利用割合
約８２％（首都圏１日あたり輸送人員に対する首都圏発行枚数）

（注１：東急電鉄はPASMO、せたまるを別にカウント）

仙台空港鉄道
「Suica」
２００７年３月
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ＩＣカード乗車券の商業・地域等との連携事例

○ ＩＣカードの機能を活用し、乗車券としての利用だけでなく、電子マネー機能を活用した商業施設との連携や
地域での社会貢献と連携した様々なサービス展開が始まる等、ICカードの可能性が具体的に開拓されつつ
ある。

安心サービスの提供

商業施設との連携 社会貢献活動との連携

【Suica・PASMOの電子マネー】

PASMOにチャージされた電子マネー
で、カード読み取り機が設置されてい
る店舗にて、小銭を出すことなく、お買
い物が可能

Siuca使用可能店舗 ２７，６６０店
PASMO使用可能店舗 ３，５７８店

【PiTaPa ショップｄｅポイント】
ＰｉＴａＰａショッピング加盟店にてＰｉＴａＰａで
お買い物をすると、利用金額１００円につき
１ポイント（または５ポイント）をプレゼント
５００ポイントごとに５０円を毎月の電車・バ
スの利用代金から自動的に差し引くサービ
スを実施

【あんしんグーパス】
自動改札機の通過データを
活用して事前に登録された
お子様の改札機通過時間を
リアルタイムで把握し、あら
かじめ設定された保護者の
携帯電話に通過時間情報を
提供するサービス

【せたがや生涯
現役ポイント】

Suica,PASMOを活用し、地
域貢献活動（植栽、清掃活
動等）を行った個人にポイ
ントを付与。
貯まったポイントは、区の文
化施設やスポーツ施設の割
引券と交換できる社会実験
を実施（～H.22.3実証実験）

（PASMO)
（小田急あんしんグーパス)

（PiTaPa ショップｄｅポイント)

（平成１９年１２月末現在）

（出典：㈱パスモＨＰ、㈱スルッとKANSAIHP、H19年度鉄道分野におけるITの積極的活用方策に関する調査）

電子マネーでのショッピング
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きっぷ購入の手間が解消！
これまで、乗車、乗換、乗越のたび
に券売機等に並ぶ手間が解消さ
れ、移動がよりスピーディに

ＩＣカードのメリットと課題

○ ＩＣカード乗車券を導入することにより、利用者には乗車券購入の手間、事業者にとっては運賃収受業務の
合理化等、様々なメリットが生じ、相互直通の拡大と相俟ってシームレスな移動を提供。
○ 一方、各社ごとの運賃体系を実現するプログラムを構築するため、システムが複雑化、巨大化。これにより、
システムの安定的運用・維持管理に関し重い負担。さらに磁気券で提供できたサービスが実現できない側面
もある。

運賃の確認が不要！
これまで、目的地までの運賃を
確認し、きっぷを購入していたが、
運賃を気にすることなく乗車する
ことが可能に

自動的に安い運賃を計算！
複数の鉄道を乗り継ぐ場合、乗車
駅から降車駅の間に複数の経路が
ある場合、最も安くなる経路を自動
的に判定し、運賃を収受

小銭が不要！
きっぷを購入する際に小銭などで
運賃を支払うことなく鉄道が利用
可能に

複雑な運賃を正確・高速に処理するため、システムに高い負荷。このため、
・磁気券で提供できたサービスの一部が実現できない状況。
・現状では各社の運賃改定が全体のシステムにつながるため、各社の運賃改定の判断に影響。
・需要分散、需要喚起等の各社の工夫による運賃設定の実現にも制約。

事業者にとっての課題

これらにより、バリアフリーの観点からも利便性が向上！

自動改札機

共通運賃判定モジュー
ルがエリア全体の運賃
を瞬時に判定
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現行の運賃制度について

○ 現在の鉄道旅客運賃、新幹線特別急行料金は、上限額の設定・変更についての認可制となっており、当該
上限の範囲内であれば、鉄道事業者はあらかじめ届出を行うことで自由に設定することができることとなって
いる。

旅客運賃
普通旅客運賃
定期旅客運賃
加算運賃

貸切旅客運賃
特殊割引運賃（身体障害者割引等）

回数乗車券
企画乗車券

途中下車又は通用期間

料 金
特別急行料金（新幹線）

特別急行料金（新幹線を除く）
急行料金
座席指定料金
特別車両料金
寝台料金

途中下車又は通用期間

入場料
払い戻し手数料
手回り品料金

・運賃・料金の上限の設定・変更は認可
（鉄道事業法第１６条第１項）
・上限の範囲内での設定・変更は届出
（鉄道事業法第１６条第３項）

・上限の範囲内での設定・変更は届出
（鉄道事業法第１６条第３項）

・上限の範囲内での設定・変更は届出
（鉄道事業法第１６条第３項）

・設定、変更にあたらない（報告）

・設定、変更にあたらない（報告）

・法律上の手続きなし

枠内は大臣権限（ただし、旅客運賃収入額等が３０億円未満の事業者は地方運輸局長権限）
枠内は地方運輸局長権限
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○ 現在の総括原価方式に基づく鉄道運賃・料金の体系においては、効率化インセンティブは導入されているが、
投資インセンティブは仕組みとしては導入されていない。

現行の鉄道の運賃・料金の体系

【運賃】

普通運賃

定期運賃

加算運賃

【料金】

新幹線特急料金

特急料金
急行料金
座席指定料金
特別車両料金
寝台料金

入場料
払い戻し手数料
手回り品料金

速
達
制

座
席
の
確
保

客
車
の
特
別
な
設
備
利
用

配当金等

支払利息

減価償却費・
諸税等

人件費・
経費

（総括原価方式）
利
潤 事

業
報
酬

営
業
費

資
本
費
等

事業報酬
「事業の健全な維持・発展に
必要な資本調達上のコスト」

費用積み上げ方式（中小）
＝ 借入金利子実績＋株式配当

公正報酬率（レートベース（大手））
自己資本：他人資本＝３：７と仮定
し、以下のA＋Bの合計
Ａ： 自己資本報酬率
（公社債利回り、全産業ROE、配当所要）÷３

Ｂ： 他人資本報酬率
借入金等実績平均レート

実績を積み上げ
減価償却費・諸税等

人件費・経費

費用積み上げ方式（中小）

ヤードスティック方式（大手）
線路、電路、車両、列車運転、駅務の５
項目の基準コストから適正コストを算定
（実績コスト ＞ 基準コスト）
⇔ 基準コスト ＝ 実績コスト
（実績コスト ＜ 基準コスト）
⇔ （基準コスト＋実績コスト）÷２
＝ 適正コスト

投資的経費

効率化
インセンティブ

維持管理費

《配当性向》
JR３社：13～34％
民鉄：20～30％
電力：30～40％

・今後、サービスの高度化を促進するとすれば、事業者の投資判断を後押しする投資インセンティブの導入も検討してはどうか。

上

限

認

可

制
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